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• コロナ禍で上昇した失業率は、日米欧いずれも低下している。しかし米国では、雇用者数の持ち直しは

鈍く、失業率急低下の背景に非労働力化の動きがある。

• 直近は、欧米で人手不足が強まっており、特に米国で労働供給不足が顕著となっている。一方、日本で

は労働需要の回復が鈍く、これが雇用回復の妨げとなっている。

• 労働供給の下押し要因として、感染懸念、移民制限などが挙げられるが、これらは一過性であり、コロナ

禍からの回復とともに弱まると考えられる。一方、コロナ禍における価値観の変化により、世界的に就労

意欲が低下する動きもみられており、労働供給制約の一部は長期化する可能性がある。

要旨

日米欧にみるコロナ禍の人手不足
経済調査室 鹿野 百香、岳 梁、品田 裕太

日米欧の経済は、コロナ禍で20年春に大きく落

ち込んだ後、回復が進んでいる。労働市場も変動

したものの、その落ち込みや回復の様相は各国で

異なる。本稿では、日米欧における労働市場の違

いについて、供給面を中心に比較を行った。

1.労働市場の回復の姿は日本と米欧で対照的

15歳以上人口のうち、働く意欲を持つ、すなわ

ち、労働参加する人を労働力人口と呼ぶ。労働市

場の代表的な指標である失業率は、労働意欲を

持つ労働力人口に占める失業者の割合を指す。

失業者が求職を諦めた場合（非労働力化）には、

労働参加率が低下し、失業率も低下する。また、

休業者は雇用関係が維持されているため、雇用者

とされる（図表1-1）。

コロナ禍における失業率の動きをみると、米国で

はレイオフ（一時解雇）によって20年春に14.7％ま

で上昇したが、その後の景気回復に伴い、コロナ

前に近い水準に低下した。日欧では、雇用調整助

成金などの雇用維持策により休業者として雇用は

維持されたため、失業率は大きく悪化せず、その

後は緩やかに低下した（図表1-2）。
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図表2-1 米国の労働参加率 図表2-2 米国の年齢別労働参加率（指数）
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GDPと雇用の動きを比較すると、日本では雇用

の落ち込みは小幅に抑えられた半面、21年秋以降

の景気持ち直し過程における雇用回復は乏しい。

米国の雇用は、コロナ禍で最も大きく落ち込んだ上、

景気の急回復に比べて雇用の持ち直しが大きく遅

れている（図表1-3）。

一方、各国で共通して景気が回復する中、米欧

では人手不足が強まっており、特に米国の欠員率

はコロナ前を大幅に上回る。米国の雇用回復の遅

れは、需要不足ではなく、コロナ禍で職を失った者

が労働市場に復帰していないなど、労働供給不足

によるものと考えられる。対照的に、日本の欠員率

は低位にとどまっており、労働需要の回復は鈍い

（図表1-4）。

2.米国では55歳以上の労働参加が遅れている

米国の潜在労働参加率は、若年層の高学歴化

や人口高齢化、技術革新及び海外生産移転によ

る低スキル労働への需要減により、2000年以降、

低下基調となっている。コロナ禍でさらに労働参加

率が大きく落ち込み、足元の持ち直しも緩やかにと

どまっている（図表2-1）。

年齢別には、55歳以上の持ち直しが遅れている。

中高年は感染重症化リスクから職場復帰に慎重と

なっているほか、株高の恩恵もあり早期リタイアが

増えたものとみられる。今後は感染収束や景気回

復に伴って労働市場への復帰が進むとみられるも

のの、長期的な低下トレンドに加え、早期リタイアの

増加もあり、労働供給はコロナ前水準に回復しない

可能性がある（図表2-2）。

図表1-3 GDPと雇用者数 図表1-4 企業の人手不足（欠員率）
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3.欧州では移民や高齢者の労働参加が鈍い

欧州についてみると、労働参加率は、年金支給

開始年齢の引き上げや高学歴化を背景とした高齢

者の就労意欲の高まり、女性の労働参加の進展に

より上昇基調にあった。コロナ禍では厳しい制限措

置を受けて落ち込んだものの、制限緩和とともに持

ち直している（図表3-1）。

年齢別にみると、感染懸念で復職に慎重になっ

ている高齢者の参加率が低いほか、男性では帰国

の選択肢を持つ移民などで低くなっている。今後

は、高齢者など一部で影響が残る可能性はあるも

のの、潜在的な就労意欲の高さを示す調査結果も

あり、景気回復に伴い労働供給は持ち直すとみら

れる（図表3-2）。

4.日本は労働需要の弱さから非労働力人口の復

帰が進まず

日本の有効求人倍率は、20年春に大きく低下し

た後、製造業の生産や看護師などで回復が進む。

21年秋以降も、デルタ株の感染収束に伴う人出増

加により接客業などの人手不足が報じられたが、対

面サービス関連での持ち直しは依然鈍い。需要回

復の遅れとともに、コロナ禍でも雇用が維持された

（労働保蔵）ことにより人手不足感が弱くなっている

ものと考えられる（図表4-1）。

人々の就業状態の変化をみると、コロナ禍にお

いて雇調金による雇用維持策などにより失業は抑

えられた半面、就業者が非労働力化する流れが高

まった。この間、失業者が就職する割合も低下して

おり、就職難のために失業者が求職を諦め非労働

力化している状況がうかがえる（図表4-2）。
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図表3-1 欧州の労働参加率
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図表3-2 欧州の年齢別労働参加率（指数）
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図表4-1 日本の職業別有効求人倍率 図表4-2 遷移確率
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日本の労働参加率は、高齢化に伴い90年代後

半から低下したが、2013年以降の好景気下で女性

や高齢者の労働参加が進んだ。コロナ禍では参加

率は低下したものの、欧米に比べて落ち込みは小

幅にとどまった。労働需要や賃金の高まり、金融資

産の増加など、欧米でみられた変化が小さかった

ためと考えられる（図表4-3）。

コロナ禍で非労働力化した理由を尋ねたアン

ケート調査では、「生活上働かなくても困らないか

ら」、「働く意欲が低下したから」との回答が多い。

経済的に余力のある学生や高齢者、既婚女性など

が、感染再拡大懸念や就職難により非労働力化し

たと考えられる。ただし、デルタ株の感染が収束し

た11月以降、労働参加率は上昇し、労働供給が回

復する兆しがみられた（図表4-4）。

5.日本で労働需給のひっ迫は小さいが、就労意欲

低下は世界的な傾向

これまで各国の労働市場をみてきたが、日本で

は、欧米に比べ経済の持ち直しが緩やかなことに

加え、コロナ禍でも労働が保蔵されてきたため、景

気回復局面での労働需要の回復は鈍い。供給面

では、感染懸念、移民制限は各国に共通する要因

だが、賃金上昇や株高などによる就労見送りといっ

た影響は小さく、欧米に比べて需給はひっ迫して

いない。ただし、これらは欧米を含めて一過性の要

因であり、コロナ禍からの回復とともに弱まると考え

られる（図表5）。

一方、経済的に自立して早期退職する FIRE

（Financial Independence, Retire Early）ブームな

ど、コロナ禍での世界的な価値観の変化により、就

労意欲が低下する動きもみられる。こうした傾向は

コロナ以前から一部で指摘されており、賃金上昇

期待の低下、格差拡大、資産価格高騰などが原因

とされた。コロナ禍での離職を契機にこうした傾向

が加速・定着することとなれば、労働供給制約の一

部は長期化する可能性がある。
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図表5 労働需要と供給 日米欧比較

図表4-3 日本の労働参加率 図表4-4 日本の年齢別労働参加率（指数）
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